
環境 と社会技術構想論の展開

――環境産業育成における日中韓比較――
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ケート調査結果

の動機・意図

展開の動機や意図は次のどれ

次に「生活利便性の向上」「

の貢献」 ％である。（図 １）

ビス以外の全てのサービス業

ですか（いくつでも）」に対し

生産効率の向上」が ％で，

が含まれる。
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「環境負荷の低減」 ％，

技術開発

「貴社におい
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ステムの導入」
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企業の環境対

・技術育成に関する管理・戦

て技術開発や技術育成に関す
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ける環境配慮
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応していますか」に対

％，「マネジメントシ

％であった。（図 ２）

思う」がそれぞれ ％，

％であった。

全体の約８割に

む」７％など，

割以上が環境に

業種別で見た

「優先的に考え

次に「将来に対する投資だと

達している。また，「大切だ

積極的ではないにしろ環境を

対して関心を持っている。（

場合，「優先的に考えるべき

るべき」，「今の世代の責任だ

思う」が ％であり，環境対

と思うが余裕がない」 ％

考慮する姿勢を持つ企業を含

図 ３）

」と回答した企業が最も高か

と思う」，「将来に対する投資

応への積極的な意見が

，「余裕があれば取り組

めると，回答企業の９

ったのは建設業であり，

だと思う」の３つの回
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環境 と

図 事業展開

社会技術構想論の展開（仲上）

の動機・意図

図 技術開発・技術育成に関する管理・戦略

図 企業の環境に対する考え方

答比率の合計

あった。

企業の

事業内で行

が ％を超えたのは建設・不

環境に対する配慮・努力

われている環境に配慮した

動産業，製造業，商社・販

取り組みは，「ゴミの分別」，

売業，その他サービス業で

「電気使用量の削減」が全

体の４割を

（図 ４）

エコビ

今後の

「今後のエ

いう質問に

占めている。次に「グリーン

ジネスの事業展開

エコビジネス事業展開の分野

コビジネスの事業展開につい

対する回答で最も多かったの

購入」，「 の導入」が

て，どの分野を検討されて

は，「検討していない」であっ

２割程度を占めている。

いますか（いくつでも）」と

た。次に回答比率が ％
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図 企業の

学（第 巻・第３号）

環境に対する配慮・努力

図 今後のエコビジネス事業展開の分野

を超えていたの

関連事業」 ％

全体的に見る

「エネルギー供

は「省エネルギー省資源」

の３つであった。（図 ５）

と，およそ８割の企業が今後

給効率化関連事業」，「新エネ

％，「環境コンサルティング

のエコビジネス事業の展開を

ルギー関連事業」，「省エネル

」 ％，「新エネルギー

考えている。中でも，

ギー省資源」といった

「エネルギー関

った「環境創造

次に，業種別

製造業……

その他サー

情報サービ

連事業」，「環境修復事業」，「

事業」，または「環境コンサ

における今後のエコビジネス

……………製造プロセスの改

ビス業……環境コンサルティ

ス業………中古品流通事業，

環境創造事業」，「環境調和型

ルティング」等の分野に関心

事業展開の分野は次のとおり

善（ ％）

ング（ ％）

エネルギー供給効率化関連事

製品製造・販売」とい

が高まっている。

である。（図 ６）

業，新エネルギー関連
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環境 と

図 業種別

社会技術構想論の展開（仲上）

今後のエコビジネス事業展開

図 エコビジネスの事業展開における課題

商社・販

建設・不

運輸・通

エコビ

事業，省エネル

売業…………環境調和型製品

動産業………新エネルギー関

信業…………環境コンサルテ

ジネスの事業展開における課

ギー省資源（各 ％）

製造・販売（ ％）

連事業，省エネルギー省資源

ィング，廃棄物処理事業（

題

，環境創造事業（各 ％）

各 ％）

「今後のエ

内）」という

％である。（

く，課題とし

業種別で

である。運輸

コビジネスの事業展開におい

質問に対する回答で上位３位

図 ７） また一方で，「情報」

てあまりあげられていない。

は，全ての業種が共通して課

・通信業では「信用」 ％と

て，課題やネックと考えら

を占めたのは，「人材」 ％

，「資金」に関してはそれぞれ

題に挙げている項目は，「技術

情報サービス業の「タイミ

れるのは何ですか（３つ以

，「技術」，「ノウハウ」

５％，６％と比較的少な

」，「ノウハウ」，「利益」

ング」６％である。「人材」，

（ ）



立命館経済

図 業種別エコビ

学（第 巻・第３号）

ジネスの事業展開における課題

図 課題の解決に必要な事項

「ノウハウ」と

（各 ％， ％）

比率が ％を上

８）

課題の解

「その課題を

答えた業種の中でその回答比

，建設・不動産業（各 ％）で

回っていたのは，情報サー

決に必要な事項

解決するために必要な事項は

率が ％を上回っていたの

あり，「マーケット」と答え

ビス業（ ％），建設・不動産

何ですか（３つ以内）」という

は，その他サービス業

た業種の中でその回答

業（ ％）である。（図

質問に対して，「ネット

ワークづくり」

９）

へ

「 （

（技術開発の戦略

付け）などがあ

％，「教育・訓練」 ％，

の態度

技

），研究開発組織論（研究開発

りますが，貴社の事業にとっ

「技術提携」 ％，「他社との

術経営）には，技術展開論

の効率化），研究開発要員の人

て は必要ですか」とい

提携」 ％である。（図

・予測論，技術戦略論

事管理論（創造性・動機

う質問に対する回答は

（ ）



環境 と

図

社会技術構想論の展開（仲上）

の必要性

以下の通り

まり必要で

である。「非常に必要」 ％，

ない」 ％，「全く必要でない

「必要」 ％であり，肯定的

」５％であった。「 」と

な回答は全体の ％，「あ

言う用語・概念自体の知

名度の低さが

アンケート

人材 ％，技

項は，ネット

の必要

ジネスが抱え

この結果に表れているとも考

結果により，次の３点が明ら

術 ％，ノウハウ ％，利益

ワークづくり ％，教育・訓

性に関しては，非常に必要

る課題の解決のために

えられる。（図 ）

かになった。 エコビジネ

％，マーケット ％であ

練 ％，技術提携 ％，他

％，必要 ％，あまり必要で

との関連が位置づけられて

ス事業展開における課題は

る。 課題解決に必要な事

社との提携 ％である。

ない ％である。エコビ

ないのが現状である。

３ １中国

中国（上海

メントシステ

ンケートを行

調査の

３．環境産業

におけるエコビジネスと

市を中心として）における企業

ム， の重要性の理解に

った。

概要

の 対応の日中韓比較

への対応

の環境対応，企業の持続的成

ついての基本的考え方を把握

長の方向性，環境マネジ

することを目的としてア

調査期間

対 象

回答状況

調査の

年８月 ９月

環境，ベンチャー等に取

アンケートに回答した企

は製造業が ％と最も多

建設業が９％であった。

ビス業が含まれる。

方法

り組む中国（主として上海

業は 社であった。その企

く，その他サービス業，情

その他サービス業には情報

市）の企業

業の内訳をみると，業種で

報サービス業が共に ％，

サービス以外の全てのサー

アンケー

配布・回

回収数

アンケ

アンケート

資本金１

ト配布リスト 社

収方法 各企業に訪

（回収率） 票（

ート調査結果の特徴とまとめ

調査結果の特徴を整理すると

億円以上の比較的大規模な事

問配布・回収

％）

，以下のようになる。

業所が全体の８割強を占めている。

（ ）



従業員数

未満の事業

年以降

立命館経済

人以上の事業所が全体の

所は２社である。

設立された企業が全体の ％

学（第 巻・第３号）

％を占め， 人の事業

を占めており，業種としては

所が ％である。 人

製造業，サービス業が

多い。

現在の取引

アを主な対

事業展開の

％を占め，

任である」

現在の技術

先企業は国内を含む日本を中

象としている。

動機・意図については「環境

企業の環境に対する考え方に

が６割近くあり，環境への意

開発・技術育成に関する管

心としたアジア地域だけで

負荷の低減」，「循環型社会へ

ついても，「優先的に考える

識の高いことが分かる。

理・戦略としては，「イノベー

％を占めており，アジ

の貢献」との回答が

べき」，「今の世代の責

ションの加速化」，「マ

ネジメント

る。

今後のエコ

ル事業」，

エコビジネ

全ての企業

３ ２ 韓国

システムの導入」，「専任者の

ビジネス事業展開分野として

「省エネルギー省資源」，「製造

ス事業展開の課題・ネックと

が，事業に が「必要」

におけるエコビジネスと

配置」，「マーケティングの創

回答が多かったのは「廃棄物

プロセスの改善」の４つであ

考えられるのは，「人材」，「

と回答した。

への対応

造」の４つがあげられ

処理事業」，「リサイク

った。

技術」，「資金」である。

韓国（ソウル

ジメントシステ

アンケート調査

調査の概

調査期間

対 象

回答状況

市を中心として）における企業

ム， の重要性の理解に

をおこなった。

要

年５月 ６月

環境，ベンチャー等に取り

アンケートに回答した企業

の環境対応，企業の持続的成

ついての基本的考え方を把握

組む首都ソウルを中心とした

は８社であった。その企業の

長の方向性，環境マネ

することを目的とする

地域の企業

内訳をみると，建設・

調査の方

アンケート

配布・回収

回収数（回

不動産業が３社，製造業，

ス業が１社であった。その

ス業が含まれる。

法

配布リスト ８社

方法 各企業に訪問

収率） ８票（ ％

情報サービス業がそれぞれ２

他サービス業には情報サービ

配布・回収

）

社ずつ，その他サービ

ス以外の全てのサービ

アンケー

アンケート調

資本金１億円

従業員数

ぞれ４分の１

１社を除いて

ト調査結果の特徴とまとめ

査結果の特徴を整理すると，

以上の企業がほぼ９割を占め

人 人の事業所が全体の

ずつを占める。

全ての企業が 年以降

以下のようになる。

る。

半分を占め， 人 人，

年の間に設立されており，全

人未満の企業がそれ

企業の約７割がアジア

（ ）



地域との取

事業展開

負荷の低減

環境 と

引を行っている。

の動機や意図として最も回答

」であった。

社会技術構想論の展開（仲上）

が多かったのは，「生産効率の向上」で，次いで「環境

現在の技

開発テーマ

今後のエコ

棄物処理装

エコビジ

る。

事業に

術開発・技術育成に関する管

の戦略的絞込み」の２つが主

ビジネス事業展開分野として

置製造・販売」，「廃棄物処理

ネス事業展開の課題・ネック

が「非常に必要」，「必要

理・戦略としては，「コンサル

にあげられる。

回答が多かったのは「公害

事業」，「環境創造事業」で

と考えられるのは，「人材」，

」と回答した企業は ％であ

ティングの活用」，「研究

防止装置製造・販売」，「廃

あった。

「技術」，「ノウハウ」であ

った。

３ ３ 環

エコビジネ

方について日

を行った。日

らかにし，

経営）の関連

環境に対す

境産業の 対応の日中韓

スの枠組み，現代経済社会と

本・中国・韓国の企業に対し

本・中国，韓国における企業

そのための対策について比較

を整理するとともに，日本・

る考え方は，次のとおりで

比較

環境の理論，企業と環境管

てインタビュー調査・アン

の環境産業・エコビジネス

を行った。エコビジネス・環

中国・韓国における取り組み

ある。（図 ）日本，１位「優

理，環境経営の未来のあり

ケート調査により国際比較

発展における主要課題を明

境産業創造と （技術

の現状が把握できた。

先的に考えるべき」 ％，

２位「今の世

１位「優先的

投資だと思う

と思う」 ％

握できる。環

方は積極的で

事業におけ

代の責任だと思う」 ％，３

に考えるべき」 ％，２位

」 ％である。韓国，１位

，３位「将来に対する投資だ

境に対する考え方は，３国と

ある。

る環境配慮・努力に対する

位「将来に対する投資だと

「今の世代の責任だと思う」

「優先的に考えるべき」 ％

と思う」 ％である。これ

も同様の傾向を示している

考え方は，次のとおりである

思う」 ％である。中国，

％，３位「将来に対する

，２位「今の世代の責任だ

らの結果より次の特徴が把

。韓国の環境に対する考え

。（図 ）日本，１位「ゴ

ミの分別」

１位「

である。韓

減」，「生産工

国はゴミの分

び生産工程に

事業展開

％，２位「電気使用量の削

の導入」 ％，２位「グ

国，１位「ゴミの分別」 ％

程ロスの見直し」 ％である

別，電気使用量の削減等重視

おいて共通性がある。

の動機・意図の考え方は，次

減」 ％，３位「 の

リーン購入」 ％，２位「生

，１位「グリーン購入」 ％

。これらの結果より次の特

で現実的であり，また中国

のとおりである。（図 ）日

導入」 ％である。中国，

産プロセス省力化」 ％

，３位「電気使用量の削

徴が把握できる。日本・韓

・韓国はグリーン購入およ

本，１位「情報化への対

応」 ％，２

の貢献」 ％

％，２位「環

貢献」 ％で

これらの結

中国では「生

位「生活利便性の向上・生産

，２位「環境負荷の低減・生

境負荷の低減」 ％，３位

ある。

果より次の特徴が把握できる

産効率の向上」で，日本と

効率の向上」 ％である。

産効率の向上」 ％である

「情報化への対応・生活利便

。各国とも主たる動機・意

韓国では「情報化への対応」，

中国，１位「循環型社会へ

。韓国，１位「省力化」

性の向上・循環型社会への

図は異なっている。日本と

「生活利便性の向上」，中

（ ）
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図 環境に

学（第 巻・第３号）

対する考え方（複数回答）

図 事業における環境配慮・努力（複数回答）

図 事業展開の動機・意図（複数回答）

国と韓国では

技術開発・技

１位「社内教育

入・コンサルテ

「循環型社会への貢献」，「環境

術育成に関する管理や戦略に

の徹底」 ％，２位「社外

ィングの活用・専任者の配置

負荷の低減」，「生産効率の向

対する考え方は，次のとお

での研修」 ％，３位「マネ

」 ％である。中国，１位

上」で共通している。

りである。（図 ）日本，

ジメントシステムの導

「マネジメントシステム

（ ）



環境 と

図 技術開発

社会技術構想論の展開（仲上）

・技術育成に関する管理や戦略

の導入・イノ

ある。韓国，

育の徹底・イ

り次の特徴が

「マネジメン

「社外での研

ベーションの加速化」 ％，

１位「コンサルティングの活

ノベーションの加速化・アウ

把握できる。各国とも主たる

トシステムの導入」で共通し

修」と共通性が高く，中国と

３位「専任者の配置・マー

用」 ％，２位「社外での

トソーシングの活性化」

管理や戦略の考え方は異な

ており，日本と韓国では「コ

韓国では「イノベーションの

ケティングの創造」 ％で

研修」 ％，３位「社内教

％である。これらの結果よ

っている。日本と中国では

ンサルティングの活用」，

加速化」で共通している。

今後のエコ

エネルギー省

％である。

％，３位

販売」 ％，

次の特徴が把

ではエネルギ

ビジネス事業展開に対する

資源」 ％，２位「環境コン

中国，１位「エネルギー供給

「廃棄物処理事業・リサイクル

２位「廃棄物処理装置製造販

握できる。各国とも主たるエ

ーという点では共通している

考え方は，次のとおりである

サルティング」 ％，３位

効率化関連事業」 ％，２

事業」 ％である。韓国，

売・廃棄物処理事業」 ％

コビジネス事業展開分野は

が共通項目はなく，日本と

。（図 ）日本，１位「省

「新エネルギー関連事業」

位「製造プロセスの改善」

１位「公害防止装置製造・

である。これらの結果より

異なっている。日本と中国

韓国では共通性はない。中

国と韓国では

エコビジネ

位「人材」

％，３位

ウ」 ％であ

開における

しているが，

「廃棄物処理事業」で共通し

ス事業展開における課題に

％，２位「技術」「ノウハウ

「技術」 ％である。韓国，

る。これらの結果より次の特

課題は，「人材」，「技術」で共

中国の「資金」が特徴を示し

ている。

対する考え方は，次のとおり

」 ％である。中国，１位

１位「人材」 ％，２位「技

徴が把握できる。各国とも

通している。日本と中国では

ている。日本と韓国では共

である。（図 ）日本，１

「資金」 ％，２位「人材」

術」 ％，３位「ノウハ

主たるエコビジネス事業展

「人材」，「技術」で共通

通性は極めて高い。中国と

韓国では「人

課題を解決

「ネットワー

１位「技術提

練」 ％であ

ターネットの

材」，「技術」で共通している

するために必要な事項に対

クづくり」 ％，２位「教育

携」 ％，２位「融資」 ％

る。韓国，１位「教育訓練・

利用・プロジェクトチームの

。

する考え方は，次のとおりで

・訓練」 ％，３位「技術提

，３位「ネットワークづく

人材バンク」 ％，２位「

結成・技術提携・技術提供

ある。（図 ）日本，１位

携」 ％である。中国，

り・他社との提携・教育訓

ネットワークづくり・イン

・マネジメントシステムの

（ ）



立命館経済

図 今後のエコビジ

学（第 巻・第３号）

ネス事業展開の分野（複数回答）

図 今後のエコビジネス事業展開における課題（３つ以内）

導入」 ％であ

ットワークづく

クづくり」，「技

本と韓国では

ットワークづく

以上の結果を

ては人材 ％，

る。これらの結果より次の特

り」，「教育・訓練」，「技術提

術提携」で共通しているが，

「教育・訓練」で共通している

り」で共通している。

要約すると表 １に示すよう

技術 ％，ノウハウ ％であ

徴が把握できる。各国とも

携」と共通している。日本と

中国の「融資」が高いことが

。中国と韓国では「技術提携

に，事業展開の課題解決に必

り，中国においては資金 ％

主たる解決事項は，「ネ

中国では「ネットワー

特徴を示している。日

」，「教育・訓練」，「ネ

要な事項は日本におい

，人材 ％，技術 ％

であり，韓国に

各国とも人材に

である。課題解

中国では技術提

に対す

に必要，２．必

おいては人材 ％，技術 ％

対する必要性が極めて高い。

決に必要な事項としては，３

携・融資を重視していること

る考え方は，次のとおりであ

要の回答は次のとおりである

，ノウハウ ％である。事業

中国では資金に対する必要性

国ともネットワークの重要性

が把握できる
）
。

る。（図 ）それぞれの国に

。日本，１．非常に必要 ％

展開の課題としては，

が最も高いことが特徴

は認識しているものの，

おける態度，１．非常

，２．必要 ％である。

（ ）



環境 と

図 課題

社会技術構想論の展開（仲上）

を解決するために必要な事項

表 事業展開の課題と必要事項

図 自社の事業に は必要か

中国，１．非

ある。これ

その必要性

の ％は極

常に必要 ％，２．必要 ％

らの結果より次の特徴が把握

についての認識は日本が ％

めて高い。以上の日中韓比較

である。韓国，１．非常に

できる。各国とも に対

と最も低く，中国・韓国とも

により，日本の への態

必要 ％，２．必要 ％で

する認識は存在するが，

％である。とくに中国

度が比較的弱いとともに，

中国・韓国の

して，トップ

キル標準の作

積極的な態度が見て取れる。

と技術者との連携が強まっ

成等により体系的な努力が必

これは，現状の技術水準を

ていることを意味する。

要とされる。

一気に高めるための手段と

人材育成においても，ス

（ ）



立命館経済

４．社会

学（第 巻・第３号）

技術構想論の展開

環境経営の戦

を契機として，

と人類の危機，

いて， 世紀の

とした環境経営

た環境対応とし

略として環境国家の展望があ

ドイツを中心として構想され

大量消費社会から循環型社会

社会経済システムの将来像を

の戦略が必要である。環境

て次の点があげられる。

る。環境国家という概念は，

た産業国家に対する反省概念

への転換，環境法規制と環境

構築するためには，環境経営

産業の形成を展望する場合，

地球サミット（ 年）

である。地球環境問題

ビジネスチャンスにつ

文化の創造を企業倫理

環境 を基本とし

オフィス・

全社レベル

産業レベル

社会システ

国家レベル

環境国家の創

「開発の 世紀

る。地球環境問

レベルの環境対応………新製

の環境対応………………市場

の環境対応………………環境

ムレベルの環境対応……国民

の環境対応………………環境

造のためには，社会システ

」から「環境の 世紀」への

題は，自然現象だけでなく，

品開発・技術開発

開発・企業戦略

産業・ 人材育成

意識改革

国家の創造

ムのパラダイム転換が求めら

意味を現代社会の反省概念と

現代のあらゆるシステムが問

れる。そのためには，

してとらえる必要があ

われ，技術革新ととも

に経済社会シス

環境を軸とし

環境保全活

資源循環活

生活支援活

情報共有活

次世代継承

テムの再構築が必要となる。

た産業構造を環境 の視

動…………………………研究

動…………………………研究

動…………………………市場

動…………………………人材

活動………………………新環

点で転換した場合次のような

開発・製品開発・企業戦略

開発・製品開発・企業戦略

開発部門と生産開発部門との

育成・マネジメントシステム

境産業クラスターの展開

展開が試みられる
）
。

連携

の改善

環境産業が社

ラダイムとして

報インフラスト

ー，社会工学か

社会技術構想

は，環境経営と

ある。経済とい

会に受容されるためには，経

，コミュニケーションの多様

ラクチャーの整備，生命・情

ら社会技術への転換がおこな

のフレームワークとして，構

技術経営の統合であるととも

うキーワードを環境というキ

済社会システムの転換ととも

化への対応，セキュリティ社

報・環境のインターフェース

われなければならない。

想力の根源としての戦略的発

に，企業の持続的成長を保障

ーワードに転換するためには

に，社会技術構想のパ

会の信頼性の確立，情

，イノベーションパワ

想が必要となる。それ

した環境産業の育成で

，技術経営に基づいた

新たな理念の構

本論は，日本

築が求められる。

お

企業のエコビジネスの実態

わ り に

，とりわけ，企業の環境 に対する実態調査お

（ ）



よび日中韓

本分野は，ま

あることは

環境 と

比較を中心に，環境 を

だ未成熟な分野であるととも

否定できない。環境 が

社会技術構想論の展開（仲上）

視点に社会技術構想論を展開

に，分析に使用したアンケ

着実に定着しつつある今日，

しようとしたものである。

ート内容も不十分な状況で

さらに理論・データの精

緻化と環境産

（注） 本報

型標準

ビジネ

） 寺本

） 仲上

業育成と企業の持続的成長の

告は，平成 年度経済産業省／

を基盤とする東北アジア

ス論と 」の成果を基本とし

義也・松田修一監修，「 入

健一・小幡範雄，「エコビジネス
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ている。
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